
名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局

●男女平等参画推進センターにおいて講座等を実施
する

●男女平等参画推進センターにおいて講座等を実施
（法律セミナー、DV理解と心のセルフケア等） スポーツ市民局

●なごや人権啓発センターにおいて、B1パネルの掲
示やタッチパネルPCを使用した人権学習、啓発冊子
の配架・配布、関連する図書・DVDの配架・閲覧・貸
出等による啓発を実施する

●なごや人権啓発センターにおいて、B1パネルの掲
示やタッチパネルPCを使用した人権学習、啓発冊子
の配架・配布、関連する図書・DVDの配架・閲覧・貸
出等による啓発を実施した

スポーツ市民局

●各区生涯学習センター、女性会館で人権講座を開
催する

●各区生涯学習センター、女性会館で人権講座を開
催

教育委員会

スポーツ市民局

子ども青少年局

3 (1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への意識啓
発の推進

家庭における人権
教育への支援

家庭における人権教育を支援するため、各種
パンフレットを作成・配布します。

継続 ●人権啓発冊子を配布する ●人権啓発冊子配布 教育委員会

スポーツ市民局

子ども青少年局

教育委員会

●保護者保育者向け幼児期の男女平等参画啓発資
料の市公式ウェブサイト等での周知
●男女平等ハンドブックを作成・配布
（市内中学校1年生20,300部、市内小学校2年生
20,250部）
●デートＤＶ防止啓発リーフレットを作成・新入生とそ
の保護者全員に配布（市立高校11,500部）
●デートDV防止啓発カードを配布（主な配布先：区役
所、支所、生涯学習センター、図書館、市内高校、市
内大学等）
●デートDV出張講座　2回 648人
●市立高校に講師を派遣し、デートDV防止出前講座
を実施　5回（5校）　受講者1,360人

●パープルリボンキャンペーンを実施する
●児童虐待&DV防止（コラボ事業）を実施する
●DV防止カードを配布する

●パープルリボンキャンペーン2024
東山スカイタワーパープルライトアップ（11/12～
11/24）
●児童虐待&DV防止（コラボ事業）
・コラボツリーの設置（4か所）
・コラボバッチの市職員（課長以上）への配布
・コラボポスターの掲示（主な掲示場所：区役所、支
所、保健センター、図書館、高校、大学等）
●DV防止カードの配布（主な配布先：区役所、支所、
生涯学習センター、保健センター 、図書館等）
●子ども青少年局Twitterで相談窓口など情報発信
●プロバスケットボールチームの公式戦にて啓発
グッズの配布

●保護者保育者向け幼児期の男女平等参画啓発資
料の作成・配布、市公式ウェブサイト等で周知する
●デートＤＶ防止啓発リーフレット、カードを配布する
●デートDV防止出張講座を実施する
●市立高校等に講師を派遣し、デートDV防止出前講
座を実施する

継続

(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への意識啓
発の推進

2
ＤＶ根絶のための
意識啓発事業

拡充

ＤＶ防止啓発カードの配布等により、相談窓
口の周知を図ります。また、ＤＶ、性犯罪、セ
クシャル・ハラスメント等女性の人権を侵害す
る暴力の根絶を訴える「女性に対する暴力を
なくす運動」期間（11月12日から25日）を中心
に、DV根絶に関する講座・セミナー、パープ
ルリボンキャンペーンや児童虐待対策と連携
した広報・啓発を行います。
さらに様々な媒体を活用して、若年層をはじ
めとするすべての年齢層に相談窓口等の情
報が届くように努めます。

目標 施策の方向性

(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

①
市民への意識啓
発の推進

1
男女の人権を尊
重するための啓発
事業

男女平等参画推進センターや女性会館、各
区生涯学習センター、なごや人権啓発セン
ターにおいて、男女の人権が尊重され、男女
共同参画社会の実現のための教育・学習機
会の充実を進めます。

4
デートＤＶ防止等
のための意識啓
発事業

拡充

デートＤＶ防止啓発カードやハンドブックを配
布するとともに、デートＤＶ防止に関する講
座・セミナー等を行います。
また、デートＤＶ防止の出張講座等を学校に
おいて実施し、大学・高校等と連携して、若年
層を対象にしたデートＤＶ防止教育を進めま
す。
あわせて、様々な機会・媒体を通じて中学生
を含むより幅広い年齢層を対象とした意識啓
発を実施します。

(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

②
デートDV防止教
育等の推進



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

スポーツ市民局

子ども青少年局

市長室

スポーツ市民局

子ども青少年局

健康福祉局

7 (1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

④
相談を通じた意
識啓発

女性のための総
合相談（電話・面
接・専門相談等）

男女平等参画推進センターにおける女性の
ための総合相談において、相談者の女性の
人権についての意識を高めつつ、直面する問
題の解決に取組むとともに、女性の人権につ
いての課題の把握に努めます。

継続 ●女性のための総合相談を実施する ●相談件数　3,702件（DV　960件） スポーツ市民局

8 (1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

④
相談を通じた意
識啓発

男性のための相
談事業

家族や仕事、人間関係等について悩みや生
きづらさを解消するため、相談やセミナーを実
施するとともに、男性の抱える課題の把握に
努めます。

継続 ●男性相談を実施する ●相談件数　164件(DV　12件) スポーツ市民局

9 (1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑤
職員に向けたＤ
Ｖ理解の推進

職員への研修
市職員（新規採用者、新任係長、新任課長
等）に対し、男女平等参画研修の中で、ＤＶに
対する理解をさらに深めるように努めます。

継続 ●男女平等参画をテーマとした職員研修を実施する

●男女平等参画をテーマとした職員研修を実施
・新規採用者研修
・新任係長研修
・新任課長研修
・人権指導者養成研修
・防災基礎研修
・採用５年目研修
・5局合同人権研修

スポーツ市民局

スポーツ市民局

教育委員会

●男女平等参画等に関わる職員研修を実施する
●人権教育に関する研修を教職員の経験年数や職
務に応じて初任者から校（園）長まで計画的に実施す
るとともに、研修内容を各校（園）の全職員に広める
取組を行う

●男女平等参画をテーマとした職員研修を実施
・人権問題研修推進者研修
・新任校（園）長研修
●教諭向け研修等の実施
・新規採用教諭・養護教諭・栄養教諭・学校事務員向
け研修及び経験年数5・10年目教諭向け研修の実施
延べ９回

●多言語版リーフレットを配布する
●名古屋市公式ウェブサイトの機械翻訳により、広
範な情報発信を実施する
●名古屋市公式ウェブサイトにおける機械翻訳を実
施し、多言語で情報を発信する（令和6年度より市長
室広報課に事業移管）

●多言語版リーフレットの配布
●名古屋市公式ウェブサイトの機械翻訳により、広
範な情報発信を実施
●名古屋市公式ウェブサイトにおける機械翻訳を実
施し、多言語で情報を発信（令和6年度より市長室広
報課に事業移管）

●点字版リーフレットを配布する ●点字版リーフレットを配布
障害のある被害
者への配慮

(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

③

外国人の被害
者・障害のある
被害者に配慮し
た広報・啓発

5
外国人の被害者
への配慮

継続

被害者の国籍に関わらず早期に相談機関に
つながり適切な支援が受けられるよう、多言
語版リーフレットを配布するなど広報・啓発に
努めます。
名古屋市に住む外国人の方の日常生活に役
立つ情報を掲載した名古屋市公式ウェブサイ
ト（外国語版）等により、引き続き相談窓口の
周知を図ります。

6 (1)

ＤＶに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

教職員への研修(1) ⑤
職員に向けたＤ
Ｖ理解の推進

10

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

③

外国人の被害
者・障害のある
被害者に配慮し
た広報・啓発

継続

継続
ＤＶ防止等に関する点字版リーフレットを作成
するなど、障害のある被害者に配慮した広
報・啓発を行います。

人権教育に関する研修を教職員の経験年数
や職務に応じて初任者から校（園）長まで計
画的に実施するとともに、研修内容を各校
（園）の全職員に広める取組を行います。



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

【基本方向１　配偶者からの暴力の未然防止と被害の早期発見】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

スポーツ市民局

子ども青少年局

スポーツ市民局

子ども青少年局

13 (2)
暴力被害の
早期発見

① 通報体制の整備
医療関係者との
連携

被害者を発見しやすい立場である医療関係
者向けのリーフレットを作成し、医療機関等に
配布するなど、適切な通報が行われるよう、
医療機関との連携を行います。

継続
●DV被害者SNS相談と女性のための総合相談コラ
ボカードの作成及び医師会等へ配布する

●医師会との連携を実施 子ども青少年局

●通報事案に対応する ●通報事案に対応 子ども青少年局

●必要に応じて配偶者暴力支援センターまたは警察
に通報する

●必要に応じて配偶者暴力支援センターまたは警察
に通報

消防局

スポーツ市民局

教育委員会

子ども青少年局

健康福祉局

スポーツ市民局

子ども青少年局

●事案に応じ、連携して対応する ●実施

●実施方法を検討・情報収集する
●国の動向を確認
●名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議を開催（3/14書面回議)

●学校との連携
・高等学校においてＨＲや総合的な学習の時間の中
で、専門家を講師として招聘してデートＤＶをテーマに
講演会を実施（配布資料の提供）
●名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議を開催（3/14書面回議)

●「名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議」を開催する
●暴力被害の早期発見・早期対応のため「名古屋市
ドメスティック・バイオレンス対策関係機関連絡会議」
を開催するとともに、このような会議等を活用して、地
域の関係機関や保健・福祉関係者と連携する

●第10回男女平等参画基礎調査を実施する
●次期DV防止計画の策定に向けた調査を実施する

●第10回男女平等参画基礎調査の実施
●DV被害者・困難な問題を抱える女性に関する調査
の実施

11 調査研究(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑥
配偶者暴力に関
する調査研究

継続

(1)

DVに対する
理解の推進と
防止意識の
向上

⑥
配偶者暴力に関
する調査研究

継続
基礎調査等において、ＤＶやデートＤＶに関す
る実態把握に努めます。

新規12

被害者支援の一環として、加害者の地域社
会における更生のための指導等の実施方法
について国の動向を注視するとともに、他自
治体の取組について情報収集を行い、施策
の在り方について検討します。

(2)
暴力被害の
早期発見

②
早期発見のため
の関係者への周
知

15

(2)
暴力被害の
早期発見

① 通報体制の整備14
救急搬送において、ＤＶによる被害が疑われ
るケースの通報について、配偶者暴力相談
支援センター等と連携して対応します。

消防関係者との
連携

加害者対応の在り
方検討

早期発見のため
の関係者への周
知

16

地域の関係機関
や保健・福祉関係
者との連携

人権擁護機関と
の連携

継続

暴力被害の早期発見・早期対応のために、学
校・幼稚園・保育所等、民生委員・児童委員
等の地域の関係機関及びいきいき支援セン
ター、障害者基幹相談支援センター、ホーム
ヘルパーや保健師等、居宅訪問の機会を通
じて被害者を発見しやすい立場にある保健・
福祉関係者に対して、DVの理解を深めるた
めの周知の機会を通じて連携を進めます。

法務省の人権擁護機関は、ＤＶ事案を認知し
た場合は人権侵犯事件として調査を行い、被
害者の保護、救済に努めることとされているこ
とから、連携を行います。

(2)
暴力被害の
早期発見

②

継続



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局

17 (3)
相談及び保
護体制の充
実

①

配偶者暴力相
談支援セン
ターの機能強
化

研修の充実

相談支援業務に従事する職員に対し、担当
者、係長級、管理職等の階層別研修や新任
職員、中堅職員等の段階別研修に加えて、
法律問題や事例検討等専門的な研修を実施
します。

継続
●関係職員に対し、担当者、課長補佐、管理職等の
階層別及び新任職員など段階別研修のほか、事例
検討等を実施する

●関係職員に対し、担当者、課長補佐、管理職等の
階層別及び新任職員など段階別研修のほか、事例
検討等を実施する

子ども青少年局

18 (3)
相談及び保
護体制の充
実

①

配偶者暴力相
談支援セン
ターの機能強
化

コンサルテーショ
ン機能の充実

区役所・支所等が、支援困難事例に対して、
様々な背景を持つ外国人や障害のある被害
者等を十分に理解し、配慮した対応ができる
よう分野別に外部のスーパーバイザーを導入
することや、配偶者暴力相談支援センターに
区役所・支所での相談経験がある相談員を
配置するなど、配偶者暴力相談支援センター
のコンサルテーション機能の充実を図りま
す。

拡充
●外部スーパーバイザーによるスーパービジョンを
実施する
●分野別外部スーパーバイザーを配置する

●外部スーパーバイザーによるスーパービジョンを
実施する
●分野別外部スーパーバイザーを配置する

子ども青少年局

19 (3)
相談及び保
護体制の充
実

①

配偶者暴力相
談支援セン
ターの機能強
化

配偶者暴力相談
支援センター業務

被害者からの相談業務・裁判所への保護命
令申立て支援・事案に応じた関係機関の総
合調整をはじめ、支援者の育成や困難事例・
緊急事案等への援助を行います。

継続

●被害者からの相談業務を実施する
●裁判所への保護命令申立て支援を実施する
●関係機関の総合調整を行う
●支援者の育成を行う
●困難事例・緊急事案等へのコンサルティングを実
施する

●配偶者暴力相談支援センター相談延べ件数
818件（DV694件）
●裁判所への保護命令申立て支援
書面提出　1件

子ども青少年局

20 (3)
相談及び保
護体制の充
実

①

配偶者暴力相
談支援セン
ターの機能強
化

ＤＶ被害者ホットラ
イン事業

土日祝日の電話による相談を行います。 継続
●DV被害者ホットライン事業による土日祝日の電話
相談を実施する

●パープルリボンキャンペーン2024
東山スカイタワーパープルライトアップ（11/12～
11/24）
●児童虐待&DV防止（コラボ事業）
・コラボツリーの設置（4か所）
・コラボバッチの市職員（課長以上）への配布
・コラボポスターの掲示（主な掲示場所：区役所、支
所、保健センター、図書館、高校、大学等）
●DV防止カードの配布（主な配布先：区役所、支
所、生涯学習センター、保健センター 、図書館等）
●子ども青少年局Twitterで相談窓口など情報発信
●プロバスケットボールチームの公式戦にて啓発
グッズの配布

子ども青少年局

目標 施策の方向性



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

21 (3)
相談及び保
護体制の充
実

①

配偶者暴力相
談支援セン
ターの機能強
化

関係機関連携会
議の実施

必要に応じ、関係機関が集まり、個別のケー
スについて支援の検討を行います。

継続 ●関係機関連携カンファレンスを実施する ●関係機関連携カンファレンスを実施 子ども青少年局

22 (3)
相談及び保
護体制の充
実

②
相談支援体制
の充実

支援体制の充実
研修の充実による支援者の育成や支援の質
を向上を図るとともにアセスメントツールの導
入等により組織的対応力の強化を行います。

継続 ●相談支援体制強化に向け検討する ●人権啓発冊子配布 子ども青少年局

23 (3)
相談及び保
護体制の充
実

②
相談支援体制
の充実

SNSを活用した相
談体制の充実

デートＤＶ防止啓発カードやハンドブックを配
布するとともに、デートＤＶ防止に関する講
座・セミナー等を行います。
また、デートＤＶ防止の出張講座等を学校に
おいて実施し、大学・高校等と連携して、若年
層を対象にしたデートＤＶ防止教育を進めま
す。
あわせて、様々な機会・媒体を通じて中学生
を含むより幅広い年齢層を対象とした意識啓
発を実施します。

新規

●保護者保育者向け幼児期の男女平等参画啓発資
料の作成・配布、市公式ウェブサイト等で周知する
●デートＤＶ防止啓発リーフレット、カードを配布する
●デートDV防止出張講座を実施する
●市立高校等に講師を派遣し、デートDV防止出前
講座を実施する

●DV被害者SNS相談事業を実施
・相談件数55件（DV50件）

子ども青少年局

24 (3)
相談及び保
護体制の充
実

②
相談支援体制
の充実

専門家（弁護士）
との連携

愛知県弁護士会と連携し、ＤＶ相談の支援者
等が、弁護士から法的な問題について助言を
受ける「ＤＶ相談等法律問題援助事業」を実
施し、より適切な支援を行います。

継続
●ＤＶ相談等法律問題援助事業を実施する

●ＤＶ相談等法律問題援助事業を実施
随時相談　189回
定例相談　   2回

子ども青少年局

25 (3)
相談及び保
護体制の充
実

②
相談支援体制
の充実

被害者等の安心・
安全に配慮した相
談・支援

被害者が諸手続きのために複数の窓口に出
向いて、繰り返しＤＶ被害について説明するこ
とは、加害者と遭遇する危険性が高まる上、
心理的にも大きな負担になることから、諸手
続きを行うに際し、一定の場所に関係部署の
担当者が出向く等の配慮（ワンストップサービ
ス）をして支援を行います。

継続

●諸手続きを行う際、一定の場所に関係部署の担当
者が出向く等の配慮をした支援を行う
●区・支所の税務窓口の職員は、必要に応じて関係
部署の窓口に出向いて税務行政上の保護措置の受
付事務を行う等、関係部署の担当者と連携し、柔軟
に対応する

●区・支所の税務窓口の職員は、必要に応じて関係
部署の窓口に出向いて税務行政上の保護措置の受
付事務を行う等、関係部署の担当者との連携を実施
●出張相談の実施
●関係部署との連携

関係局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

26 (3)
相談及び保
護体制の充
実

③
被害者等の安
全確保

一時保護所での
保護

被害者等の安全確保のため、一時保護が必
要な場合に、愛知県女性相談センターや愛
知県警察と連携し、安全かつ迅速に一時保
護を行います。

継続 ●一時保護依頼をするなど安全確保を行う ●一時保護依頼をするなど安全確保を実施 子ども青少年局

27 (3)
相談及び保
護体制の充
実

③
被害者等の安
全確保

緊急宿泊事業

緊急時における安全確保のために、必要や
むを得ない場合「一時保護」に先行して、緊急
に保護を必要とする被害者等を対象に宿泊
場所の提供を行います。

継続 ●緊急宿泊事業を実施する
●緊急宿泊事業を実施
・9世帯15人　計11泊 子ども青少年局

28 (3)
相談及び保
護体制の充
実

③
被害者等の安
全確保

民間シェルターへ
の支援の充実

被害者等のためのシェルターを運営する民間
団体に家賃補助等を行い、緊急に保護を必
要とする被害者等の安全な場の確保に努め
ます。
さらに民間団体が実施する先進的な支援の
取組を活用し、被害者支援の充実を図りま
す。

拡充 ●民間シェルターに対する補助を行う

●民間シェルターに対する補助を実施
1か所
●新たな補助メニューとして、シェルター利用前出張
相談、心理的ケア、支援者向け研修の開催等の実
施

子ども青少年局

29 (3)
相談及び保
護体制の充
実

③
被害者等の安
全確保

施設における緊
急保護

必要に応じて、保護が可能な施設において被
害者等の緊急保護を行います。

継続
●保護が可能な施設において被害者等の緊急保護
を実施する

●保護が可能な施設において被害者等の緊急保護
を実施
・利用世帯57世帯
・延日数1,001日

子ども青少年局

30 (3)
相談及び保
護体制の充
実

③
被害者等の安
全確保

多様な状況にある
被害者の安全確
保

被害者の性別に関係なく、緊急時における安
全の確保が必要な場合の一時的な避難場所
の提供について検討します。

新規
●男性等多様な状況にある被害者の安全確保を実
施する

●男性等DV被害者の安全確保事業を実施
・利用件数0件

子ども青少年局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

スポーツ市民局

子ども青少年局

はじめ関係局

子ども青少年局

スポーツ市民局

財政局

健康福祉局

はじめ関係局

33 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

ひとり親家庭等に
対する総合的な
相談支援

施策の窓口である区役所・支所において、母
子・父子自立支援員やひとり親家庭応援専
門員を中心として、ひとり親家庭等への総合
的な相談支援を行います。また、ひとり親家
庭応援専門員については、すべての区・支所
に配置して体制を整えます。

拡充
●母子・父子自立支援員を配置する
●ひとり親家庭応援専門員を配置する

●相談件数
・母子・父子自立支援員
　11,957件
・ひとり親家庭応援専門員
　9,606件
●配置人数
・母子・父子自立支援員
　22人→22人
・ひとり親家庭応援専門員
　22人→22人

子ども青少年局

34 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

児童扶養手当等
の支給

ひとり親家庭等の収入を補完するための手
当の支給による支援をします。

継続
●児童扶養手当を支給する
●市ひとり親家庭手当を支給する

●受給者数（令和6年度末）
・児童扶養手当　14,055人
・市ひとり親家庭手当　4,264人

子ども青少年局

35 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

ひとり親家庭等医
療費助成

ひとり親家庭等にかかる医療費のうち、保険
診療にかかる自己負担分を助成します。

継続 ●ひとり親家庭等の医療費を助成する ●対象者数：32,731人 子ども青少年局

(3)
相談及び保
護体制の充
実

④
安心と安全に
配慮した支援

32
被害者等の情報
保護にかかる支
援

(3)
相談及び保
護体制の充
実

④
安心と安全に
配慮した支援

31
被害者等にかか
る情報管理

継続

配偶者暴力相談支援センターを始めとする被
害者支援に関わる関係部署において、住民
基本台帳事務や国民年金等における被害者
情報を保護するための支援策について、事
案に応じ、被害者等に対し、情報提供を行い
ます。

被害者支援に関わる関係局、関係機関にお
いて、被害者等の個人情報保護及び情報の
適切な管理を行います。

継続

●被害者等の個人情報保護及び情報の適切な管理
（相談記録は鍵のかかる場所に保管、相談記録をは
じめ個人情報に関しては持ち出さない）

●住民基本台帳事務における支援措置を実施する
●被害者を保護するために講ずる年金事務の保護
措置を実施する
●市税事務所、区役所・支所の税務窓口において、
被害者を保護するために講ずる税務行政上の保護
措置を実施する

●住民基本台帳事務における支援措置を実施
●相談に応じて情報提供
●市税事務所、区役所・支所の税務窓口において、
被害者を保護するために講ずる税務行政上の保護
措置を実施

●被害者等の個人情報保護及び情報を適切に管理
する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№
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36 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

母子父子寡婦福
祉資金の貸付

ひとり親家庭等の生活の安定と向上を目的と
して、生活資金、技能習得資金、修学資金等
を原則無利子で貸し付けます。また、現在貸
付事業の対象となっていない寡夫についても
事業の対象とすることについて検討します。

拡充
●生活資金、技能習得資金、修学資金などを貸し付
ける

●貸付実績
・母子  729件 457,236,754円
・父子    48件   32,089,250円
・寡婦    31件   20,664,860円

子ども青少年局

37 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

母子生活支援施
設における支援

被害を受けた母子家庭等の被害者とその子
どもを保護するとともに、自立の促進のため
にその生活を支援します。

継続
●母子生活支援施設において、被害者とその子ども
を保護するとともに、自立の促進のために生活支援
を実施する

●母子生活支援施設において、被害者とその子ども
を保護するとともに、自立の促進のために生活支援
を実施

子ども青少年局

38 (4)
被害者の自
立支援の充
実

①
自立に向けた
支援

生活困窮者の自
立支援

複合的な課題を抱え生活に困窮している方
への相談窓口として、「仕事・暮らし自立サ
ポートセンター」を設置し、個別的で継続的な
相談支援を行います。また、対象者を早期に
把握し適切な支援につなぐために、地域との
連携を行います。
要保護状態にある等、生活保護が必要な方
は、担当部署に適切につなぎ、支援を行いま
す。

継続

●複合的な課題を抱え生活に困窮している方への
相談窓口として、「仕事・暮らし自立サポートセン
ター」を市内3か所に設置し、個別的で継続的な相談
支援を行う。また、対象者を早期に把握し適切な支
援が行われるよう、地域や関係機関との連携強化を
行う
●要保護状態にあるなど、生活保護が必要な方は、
担当部署に適切につなぎ、支援を行う

●新規受付相談件数
　　            4,093件
●プラン作成件数
　　住居確保給付金 291件
　　就労準備支援事業 75件
　　家計改善支援事業 153件
　　認定就労訓練事業 16件

健康福祉局

子ども青少年局

住宅都市局

40 (4)
被害者の自
立支援の充
実

②
住まいの確保
のための支援

住宅確保要配慮
者に対する居住
支援の促進

被害者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸
住宅への入居円滑化を図るため、入居相談
や生活支援等の居住支援サービスが適切に
提供される仕組みづくりを進めます。

継続

●民間賃貸住宅入居相談を実施する
●名古屋市住宅確保要配慮者居住支援協議会を運
営する
●住宅確保要配慮者向け制度案内リーフレットを発
行する
●居住支援コーディネート事業を実施する

●民間賃貸住宅入居相談の実施（月４回）
●名古屋市住宅確保要配慮者居住支援協議会
　定期総会１回　専門部会３回
●住宅確保要配慮者向け制度案内リーフレットの発
行
●居住支援コーディネート事業の実施

住宅都市局

●福祉向市営住宅募集
・ひとり親向割当戸数　63戸
・契約者数　26世帯
●母子生活支援施設退所者向け市営住宅募集
・割当戸数：30戸
・契約者数　9世帯
●DV被害者向け市営住宅募集
割当戸数：10戸
契約世帯数：7世帯

(4)
被害者の自
立支援の充
実

②
住まいの確保
のための支援

39
市営住宅を活用し
た支援

●福祉向市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅のあっせんならびに
事務取扱要領)
・年間2回実施する
●母子生活支援施設退所者向け市営住宅募集
(ひとり親家庭に対する市営住宅のあっせんならびに
事務取扱要領)
・年間3回実施する
●配偶者からの暴力被害者向け市営住宅のあっせ
ん（配偶者からの暴力被害者に対する市営住宅の
あっせん事務取扱要領）

被害者等の一時的な滞在場所として市営住
宅を提供します。また、その後の生活再建に
向け、居住の安定を図り、その自立を支援す
るため、市営住宅への入居に際して、一般募
集とは別に、被害者向け等の募集を行いま
す。

継続
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41 (4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援
男女平等参画推
進センターにおけ
る就業支援

男女平等参画推進センターにおいて、就労支
援セミナーを実施します。

継続 ●講座等を実施する

●50・60代で考える生涯現役とキャリア設計（18人）
●【集おう！】就職氷河期世代の非正規シングル女
性（9人）

スポーツ市民局

42 (4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援
ジョイナス．ナゴヤ
における就業支
援

就業促進活動、求人情報提供、就業支援講
習会、就業相談等、ひとり親家庭等一人ひと
りの状況に応じたきめ細やかな就業支援を行
います。

継続
●就業相談（キャリアカウンセリング）を実施する
●自立支援プログラム策定を策定する
●心理カウンセリングを実施する

●就業相談（キャリアカウンセリング）　478件
●自立支援プログラム策定　81件
●心理カウンセリング　239件

子ども青少年局

43 (4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援 職業紹介等

愛知母子・父子福祉センター及びジョイナス.
ナゴヤにおいて、企業等に対する求人開拓を
行い、雇用ニーズの把握に努めます。
また、求人開拓で得た求人情報をもとに、ひ
とり親家庭等の状況に応じた職業紹介を行い
ます。
今後は、父子家庭も対象に拡充して実施しま
す。

拡充 ●職業紹介を実施する ●職業紹介  32件 子ども青少年局

44 (4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援
自立支援給付金
事業

ひとり親家庭の自立を支援するため、就業に
有利な資格取得のための支援として、自立支
援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付
金を支給します。

継続
●自立支援教育訓練給付金を支給する
●高等職業訓練促進給付金を支給する

●自立支援教育訓練給付金
　  49件　   9,828,899円
●高等職業訓練促進給付金
　194件　159,921,000円

子ども青少年局

●ハローワーク
・就労支援コーナー、巡回相談
（児童扶養手当受給者）
　支援対象者　345人
　就職決定者数 211人

子ども青少年局

●就労支援コーナー
・支援者数　2,100人
・就職者数　1,036人
巡回相談
・支援者数　221人
・就職者数　117人

健康福祉局

45
一体的就労支援
事業

(4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援

生活保護受給者や児童扶養手当受給者
等に対して、ハローワークによる区役所
就労支援コーナー及び巡回相談を実施
し、ハローワークと区役所・支所の一体的
な就労支援を行います。

継続

●ハローワークによる児童扶養手当受給者等対象
就労支援コーナー、生活保護受給者対象就労支援
コーナー及び巡回相談を実施し、一体的な就労支援
を行う
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46 (4)
被害者の自
立支援の充
実

③ 就業支援
なごやジョブサ
ポートセンターに
おける就業支援

職業紹介や就職準備セミナー等の就業支援
を行います。

継続
●総合就職相談窓口として、個別一貫した就職相
談、中小企業とのマッチングの機会を提供していく

●就業支援の実施
・相談件数 4,033件
・就職決定者数 369名
・セミナー等開催回数 8回

経済局

47 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援
女性のための総
合相談におけるカ
ウンセリング事業

男女平等参画推進センターの女性のための
総合相談において、必要に応じ、臨床心理士
等によるカウンセリング事業を行います。

継続 ●女性のための総合相談を実施する

●相談件数　3,702件（DV　960件）
●相談終了後、関係機関へつないだ（基本的に3回
のトラウマケアを行い終結。ケースによっては、医療
機関）
●女性のための総合相談の特徴
・面接相談をはじめ、さまざまな相談事業の利用の
上で実施されるためより効果が期待できる
・カウンセリングを委託しているカウンセラーと面接
担当者との連携を密に行い、また年1回は相談室と
の全体の振り返りを行っている

スポーツ市民局

48 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援

女性のための総
合相談（女性の自
立のためのグ
ループプログラム
等）

男女平等参画推進センターの女性のための
総合相談において、ＤＶの理解、セルフケア
等について理解を深める講座等を行います。

継続
●女性のためのサポートグループ事業を実施する
●ＤＶ理解と心のセルフケア講座を実施する

●女性のためのサポートグループ事業
・孤立感の緩和及び情報提供・共有を図り、つながり
と成長を目指す
交流会5回39人、相談会2回13人
●ＤＶ理解と心のセルフケア講座
ＤＶとは何か、安全のための工夫、セルフケアなどに
ついて理解を深め、孤立感を軽減する機会を提供す
る
講座8回95人

スポーツ市民局

49 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援
親子支援プログラ
ム事業

ＤＶのある環境から離れ、地域生活を始めた
被害者とその子どものこころのケアと親子関
係の回復のためのプログラムを行います。

継続 ●親子支援プログラム事業を実施する
●親子支援プログラム事業を実施
・計32回　延べ73人参加

子ども青少年局

50 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援
ＤＶ被害者のため
のサポートグルー
プ事業

被害者同士が集まり、体験や感情を共有し、
情報を交換することにより、精神的な回復を
図ります。

継続 ●サポートグループ事業を実施する
●サポートグループ事業を実施
・計22回　延べ99人参加 子ども青少年局
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51 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援
DV被害者とその
子どものための心
理的ケア

被害者とその子どものための心理的ケアとし
て親子カウンセリング事業を実施します。今
後は、カウンセリングの機会を増やすなど心
理的ケアの充実を図ります。

拡充
●DV被害者とその子どものためのカウンセリング事
業を実施する

●DV被害者とその子どものためのカウンセリング事
業を実施
・定例カウンセリング　4世帯　計17回
・随時カウンセリング　2世帯　計10回

子ども青少年局

52 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

① 精神的な支援
精神保健福祉セ
ンター等による支
援

精神保健福祉センターや保健センターは、身
近な相談機関として、こころの健康に関する
相談に応じ、医療機関等と連携して精神的支
援を行います。

継続 ●こころの健康に関する相談を実施する

●こころの健康に関する相談を実施
・こころの健康相談日
531件（延べ）
・こころの健康電話相談
1,982件（延べ）

健康福祉局

53 (5)
被害者等の
こころのケア
の充実

②
被害者の孤立
防止のための
支援

見守り・同行支援
事業

一時保護所や母子生活支援施設を退所した
後など、地域で自立生活を始めた被害者を継
続して支援していくために、電話相談や家庭
訪問、裁判所等への付き添い等を行います。

継続
●ＤＶ被害者のための見守り・同行支援事業を実施
する

●ＤＶ被害者のための見守り・同行支援事業を実施
・利用世帯2世帯　延べ35回

子ども青少年局

54 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

①
子どもの権利
擁護

子どもの権利擁護
機関との連携

安全確保のために被害者と避難した子どもに
対して子どもの権利擁護機関の情報を提供
する等して、子どもの権利保障を図ります。
また、支援者が子どもの権利を意識した支援
ができるよう、理解を深めるための研修等を
行います。

新規

●子ども向けウェブサイトを通じた情報提供等に加
え、新たに子どもから意見聴取しなごもっかのPR動
画を作成する等普及啓発を強化し、子どもの権利保
障を図る
●支援者の子どもの権利に対する理解促進のた
め、関係機関向け研修を実施する

●子ども向けウェブサイトを通じた情報提供等に加
え、子どもが子どもの権利等をテーマに動画等を作
成し、その作品を活用して広報を行った
●支援者の子どもの権利に対する理解促進のた
め、関係機関向け研修を実施した

子ども青少年局

55 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

②
子どものこころ
のケア

DVで避難した子
どもへのこころの
ケア

被害者と避難し、生活が大きく変化したことに
より不安を抱える子どもの気持ちに寄り添え
るよう、リーフレット等を活用し、こころのケア
を行います。

新規

●DV被害者とともに避難した子どものこころをケア
するリーフレット（絵本）を周知する。また、関係機関
を通じて必要な被害者に届ける
●市ウェブサイトを通じて必要な被害者に届ける

●リーフレット（絵本）の周知と関係機関を通じた配
布を実施
●市ウェブサイトに掲載

子ども青少年局
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56 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

②
子どものこころ
のケア

児童相談所による
子どもへの心理的
ケア

児童相談所は、関係機関と連携し、ＤＶのあ
る家庭環境で育った子どもへの心理的ケアを
行います。

継続
●子どもの心理的ケアを実施する。心理的ケアの一
つとして実施している動物介在療法について、実施
頻度を増やす

●実施回数24回 子ども青少年局

57 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

③
保育・教育の
支援

保育所等の利用
にかかる配慮

保育所等の利用調整において、児童福祉の
観点から、ＤＶ被害者の世帯に対する優先的
な配慮を行います。

継続
●保育所等の利用調整基準表において、ＤＶ被害者
の世帯に対する優先的な配慮を実施する

●保育所等の利用調整基準表において、ＤＶ被害者
の世帯に対する優先的な配慮を実施

子ども青少年局

58 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

③
保育・教育の
支援

ハートフレンドなご
やでの教育相談
事業

子どもの教育・養育上の問題に関するあらゆ
る内容について、子ども及びその保護者に寄
り添い、問題を解決するために教育相談を行
います。必要に応じて、児童相談所を始めと
した他の相談機関と連携を図ります。

継続

●子どもの教育・養育上の問題に関するあらゆる内
容について、子ども及びその保護者に寄り添い、問
題を解決するために教育相談を行う。必要に応じ
て、児童相談所を始めとした他の相談機関と連携を
図る

●相談の実績
　・電話相談3,696回
　・メール相談135件293回
　・来所相談644件2,404回
　・訪問相談756回

教育委員会

59 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

②
保育・教育の
支援

なごや子ども応援
委員会

様々な悩みや心配を抱える子どもや親を総
合的に支援するなごや子ども応援委員会の
体制の充実を図ります。

拡充 ●相談、支援を実施する

●相談等対応件数
(延べ数)：43,221件

●対象となる児童・生徒数
(実数)：6,645人

教育委員会

60 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

②
保育・教育の
支援

スクールカウンセ
ラーの配置

子どもの様々な悩みや心配事に対応するた
め、スクールカウンセラーの小学校・中学校・
特別支援学校・高等学校への配置の充実を
図ります。

拡充 ●相談、支援を実施する

●相談件数（延べ数）（1月末時点）
児童生徒27,095件
保護者16,018件
教員20,167件

教育委員会
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61 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

③
保育・教育の
支援

就学援助
経済的に困窮している小中学生の保護者に
対して学用品等の費用を援助します。

継続
●就学援助の認定者に対し、学用品費等の就学に
必要な費用を支給する

●就学援助の認定者に対し、学用品費等の就学に
必要な費用を支給を行った。

教育委員会

●生活保護世帯、生活困窮世帯、ひとり親家庭の中
学生に対して、学習会などを行う学習支援事業を実
施する
150か所

●生活保護世帯、生活困窮世帯、ひとり親家庭の中
学生に対し、学習会を市内150か所で実施

子ども青少年局

●生活保護世帯、生活困窮世帯、ひとり親家庭の中
学生に対して、学習会などを行う学習支援事業を実
施する

●生活保護世帯、生活困窮世帯、ひとり親家庭の中
学生に対し、学習会を市内150か所で実施

健康福祉局

63 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

DV対応と児童虐
待対応の連携強
化

DV対応と児童虐待対応の担当職員等がDV
と児童虐待の特性や関連性に関してそれぞ
れの研修を通じて理解し、早期発見に努める
とともに、DVと児童虐待が併存する場合は連
携して対応します。今後は、円滑な連携のた
めのより実効性のある方策について取組を
進めます。

拡充

●児相虐待対応担当・女性福祉担当職員合同研修
を実施する
●児童相談所へ配偶者暴力相談支援センター相談
員が出張して面接する

●児相虐待対応担当・女性福祉担当職員合同研修
を実施（1/7）
●児童相談所へ配偶者暴力相談支援センター相談
員が出張して面接

子ども青少年局

64 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

児童相談所等に
おける相談支援

児童相談所等において、養護（児童虐待）・保
健・非行・育成（不登校・しつけ等）等の相談
支援を実施します。

継続 ●相談、支援を実施する ●相談対応件数3,371件 子ども青少年局

65 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

児童相談所の体
制強化

被虐待児や虐待をした親への十分なケアを
実施するなど、本市の子どもの安全で健全な
発達環境を保障していくために、児童福祉司
の増員等児童相談所の体制を強化します。

拡充 ●児童福祉司・児童心理司を増員する ●児童福祉司6人、児童心理司6人増員 子ども青少年局

62
子どもの権
利を尊重し
た支援

(6) ③ 中学生の学習支
援事業

ひとり親家庭、生活保護世帯等の中学生に
対して学習会を開催し、児童交流や保護者の
養育支援等を総合的に実施します。

保育・教育の
支援

継続
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66 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

区役所・支所にお
ける児童虐待等
への機能強化

区役所・支所における子ども家庭相談の体制
を強化し、児童虐待等への対応を拡充しま
す。

拡充

●こども家庭センターの設置及び統括支援員の配置
（3区）
●児童相談所と兼務の児童福祉司を各区・支所に
配置（教育と福祉の連携：28→34人）

●こども家庭センターの設置及び統括支援員の配置
（3区）
●児童相談所と兼務の児童福祉司を各区・支所に
配置（教育と福祉の連携：28→34人）

子ども青少年局

67 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

児童虐待防止に
おける関係機関
の連携

児童虐待等の問題解決のため、全市各区レ
ベルの連絡調整（なごや子どもサポート連絡
協議会等）、情報交換を実施するとともに、電
算システムを活用して社会福祉事務所、児童
相談所、保健センター等の情報共有を迅速・
的確に行います。

継続

●なごやこどもサポート連絡協議会の開催
●なごやこどもサポート区連絡会議の開催
●電算システムを活用した社会福祉事務所・児童相
談所・保健センター等の情報共有

●なごやこどもサポート連絡協議会開催2回
●なごやこどもサポート区連絡会議開催17回
●電算システムを活用した社会福祉事務所・児童相
談所・保健センター等の情報共有

子ども青少年局

68 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

名古屋市児童を
虐待から守る条例
の推進

「名古屋市児童を虐待から守る条例」によっ
て児童虐待防止推進月間として定める５月、
１１月を中心に、児童虐待防止の講演会、オ
レンジリボンキャンペーン等の広報・啓発等を
行います。

継続

●「名古屋市児童を虐待から守る条例」によって児
童虐待防止推進月間として定める5月、11月を中心
に、児童虐待防止の講演会、オレンジリボンキャン
ペーンなどの広報・啓発等を実施する

●児童虐待防止の講演会、オレンジリボンキャン
ペーンなどの広報・啓発等を実施

子ども青少年局

69 (6)
子どもの権
利を尊重し
た支援

④
児童虐待対応
との連携

なごやっ子ＳＯＳ

児童虐待に関することのみならず、子育てに
関する悩みや不安に関する相談を、電話によ
り２４時間・３６５日の体制で受け付ける電話
相談事業を行います。

継続 ●相談を実施する ●相談件数6,229件 子ども青少年局

70 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

①
外国人の被害
者への支援

女性及び児童へ
の相談援助活動
における通訳等
派遣事業

日本語による意思疎通が十分にできない被
害者等が相談に来た際に、区役所・支所等へ
通訳者を派遣し円滑に相談できるように努め
ます。今後は、よりきめ細やかな相談対応が
できるよう派遣の拡充を図ります。

拡充 ●通訳等派遣事業を実施する
●通訳等派遣事業を実施
派遣回数：6回

子ども青少年局



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

71 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

①
外国人の被害
者への支援

多言語による各種
相談等

名古屋国際センターでは、法律相談や心のカ
ウンセリング、トリオホン等を活用した生活相
談等の多言語（英語、ポルトガル語、スペイン
語、中国語等）による各種相談事業を推進し
ます。

継続
●外国人行政相談、外国人のための行政書士によ
る相談、外国人無料法律相談、外国人こころの相談
を実施する

●外国人行政相談　1,186件
●外国人のための行政書士による相談　259件
●外国人法律相談　147件
●外国人こころの相談　634件

観光文化交流局

72 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

①
外国人の被害
者への支援

日本語教育相談
センターでの相談
事業

外国人児童生徒の「初期日本語集中教室」
「日本語通級指導教室」への就学相談及び翻
訳・通訳派遣等を通じた支援を行い、日本語
指導が必要な児童生徒の学校生活への適応
を図ります。

継続
●相談を実施する
●翻訳依頼や通訳派遣対応を実施する

●実施 教育委員会

子ども青少年局

健康福祉局

74 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

②
高齢の被害者
への支援

高齢者虐待相談
センターにおける
相談支援

高齢者虐待相談センターでは、ＤＶ被害も含
めた高齢者虐待について相談を受け、社会
福祉事務所やいきいき支援センターと連携を
図りながら適切な対応を行います。

継続

●相談事業（電話相談、面接相談、法律相談、介護
者・養護者のこころの相談）を実施する
●区高齢者虐待防止ネットワーク支援会議開催にか
かる専門家の出席調整をする

●相談事業を実施
・電話相談　402件
・面接相談　 13件
・法律相談　  5件
・心の相談　  0件
●ネットワーク支援会議出席　8回

健康福祉局

子ども青少年局

健康福祉局

●社会福祉事務所やいきいき支援センター等と連携
し、個々の状況に配慮した支援を実施

●社会福祉事務所や保健センター等と連携し、個々
の状況に配慮した支援を実施
●社会福祉事務所や保健センター等と連携し、個々
の状況に配慮した支援を実施（健福）

(7) ②73

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

(7) ③75

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

社会福祉事務所、
いきいき支援セン
ター等による連携
した支援

高齢の被害者に対して、配偶者暴力相談支
援センターをはじめ、社会福祉事務所、いき
いき支援センター等の関係機関が相互に連
携して、個々の状況に配慮した支援を行いま
す。

障害のある被
害者への支援

高齢の被害者
への支援

社会福祉事務所、
保健センター等に
よる連携した支援

継続

継続

障害のある被害者に対して、配偶者暴力相
談支援センターを始め、社会福祉事務所、保
健センター等の関係機関が相互に連携して、
個々の状況に配慮した支援を行います。

●社会福祉事務所やいきいき支援センター等と連携
し、個々の状況に配慮した支援を実施する

●社会福祉事務所や保健センター等と連携し、個々
の状況に配慮した支援を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向２　切れ目のない相談・支援の充実】
事業
№

主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

76 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

③
障害のある被
害者への支援

障害者虐待相談
センターにおける
相談支援

障害者虐待相談センターでは、ＤＶ被害も含
めた障害者虐待について相談を受け、社会
福祉事務所や障害者基幹相談支援センター
と連携を図りながら適切な対応を行います。

継続

●相談、支援を実施する
●研修を実施する
●一般市民啓発を実施する
●障害者虐待防止に関する調査研究を実施する

●相談、支援を実施
●研修を実施
●一般市民啓発を実施
●障害者虐待防止に関する調査研究を実施

健康福祉局

スポーツ市民局

子ども青少年局

77 (7)

外国人の被害
者・高齢の被害
者・障害のある
被害者等への
支援の充実

④
多様な状況に
ある被害者へ
の支援

性的少数者（セク
シャル・マイノリ
ティ）の被害者へ
の理解と配慮

●セクシュアル・マイノリティ相談を実施する
●研修を実施する

性的少数者（セクシュアル・マイノリティ）の被
害者の相談、支援について、それぞれの状況
に配慮した支援ができるよう支援者に対して
研修等を通じて理解を深め、適切に対応しま
す。

新規

●相談件数　149件（うちDV　0件）
●性の多様性啓発ハンドブックの周知及び配布
●男女平等参画をテーマとした職員研修を実施
・新規採用者研修
・新任係長研修
・新任課長研修
・人権指導者養成研修
・採用５年目研修
●性的マイノリティをテーマとした研修を実施



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向３　総合的な支援体制の強化】
事業
№ 主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局

●名古屋市男女平等参画推進協議会を開催する ●名古屋市男女平等参画推進協議会を開催 スポーツ市民局

●名古屋市ドメスティック・バイオレンス被害者支援
庁内連絡会議を開催する

●名古屋市ドメスティック・バイオレンス被害者支援
庁内連絡会議を開催（12月13日）

子ども青少年局

スポーツ市民局

子ども青少年局

80 (8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

②

関係機関・民
間団体との
連携・協力の
推進

愛知県女性相
談センターと
の連携

被害者等の安心と安全の確保のため、一時保護や婦人保
護施設の入所決定を行う愛知県女性相談センターと緊密に
連携して支援します。

継続

●愛知県女性相談支援センターとの連携を実施す
る
●「愛知県ＤＶ被害者保護支援ネットワーク会議」へ
参画する

●被害者支援において愛知県女性相談支援セン
ターと連携
●愛知県DV被害者保護支援ネットワーク会議に参
加（1/24）

子ども青少年局

●名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議を開催する

●名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機
関連絡会議を開催（3/14)

79
ＤＶ防止対策
関係機関等と
の連携

目標 施策の方向性

(8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

①
総合的な庁
内連携の推
進

78
庁内連携の推
進

(8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

②

関係機関・民
間団体との
連携・協力の
推進

「名古屋市男女平等参画推進協議会」では、ＤＶ防止を始
めとした男女平等参画の推進にかかる施策の総合的な企
画及び連絡調整に関する事項について調査審議し、全庁
的な対策を進めます。
また、「名古屋市ドメスティック・バイオレンス被害者支援庁
内連絡会議」において、関係局における取組等に関する情
報共有を図り、配偶者暴力防止等基本計画に基づく施策が
効果的に推進されるよう、関係局の連携等を進めます。

「名古屋市ドメスティック・バイオレンス対策関係機関連絡会
議」等を活用して、関係機関・民間団体の取組が、配偶者暴
力防止等基本計画に即して効果的に機能するよう連携を進
めます。

継続

継続



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向３　総合的な支援体制の強化】
事業
№ 主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

81 (8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

②

関係機関・民
間団体との
連携・協力の
推進

警察との連携

被害者等の安心と安全のため、愛知県警察が主催する「ス
トーカー・ＤＶ等関係機関連絡会議」に参画し意見交換を行
う等、愛知県警察と緊密に連携することで被害の防止を図
るとともに、緊急対応を行います。

継続
●愛知県警察との連携を実施する
●「ストーカー・ＤＶ等関係機関連絡会議」へ参画す
る

●人権啓発冊子配布 子ども青少年局

82 (8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

②

関係機関・民
間団体との
連携・協力の
推進

被害者支援団
体との連携・
協力

デートＤＶ防止啓発カードやハンドブックを配布するととも
に、デートＤＶ防止に関する講座・セミナー等を行います。
また、デートＤＶ防止の出張講座等を学校において実施し、
大学・高校等と連携して、若年層を対象にしたデートＤＶ防
止教育を進めます。
あわせて、様々な機会・媒体を通じて中学生を含むより幅
広い年齢層を対象とした意識啓発を実施します。

拡充

●保護者保育者向け幼児期の男女平等参画啓発
資料の作成・配布、市公式ウェブサイト等で周知す
る
●デートＤＶ防止啓発リーフレット、カードを配布する
●デートDV防止出張講座を実施する
●市立高校等に講師を派遣し、デートDV防止出前
講座を実施する

●被害者支援において民間団体との連携を実施
●民間シェルター運営団体への家賃補助等
1か所
●親子支援プログラム事業
計29回　延べ70人参加
●見守り・同行支援事業
2世帯　延べ35回
●サポートグループ事業
計22回　延べ99人参加
●民間団体に研修を委託
事例検討研修 3回

子ども青少年局

83 (8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

②

関係機関・民
間団体との
連携・協力の
推進

他の自治体と
の広域的連携

広域的な連携等に関して、愛知県女性相談センターや関係
する自治体との連携を十分に図って支援します。

継続 ●広域的連携を実施する ●広域的連携を実施 子ども青少年局

スポーツ市民局

子ども青少年局

スポーツ市民局

子ども青少年局

(8)

総合的な推
進体制の強
化と関係機
関等との連
携推進

③
適切な苦情
処理の実施

84

85
被害者支援に関係する職員や公的機関・民間団体の支援
者の知識や支援スキルの向上のための研修を実施しま
す。

支援者への研
修

(9)
組織的対応
力の向上

①
支援者のス
キルアップ

苦情処理の取
組

男女平等参画苦情処理制度等を活用して、適切かつ迅速
な対応を行います。

継続

継続 ●苦情申し立て実績　0件

●支援者スキルアップ研修等を実施する ●支援者スキルアップ研修等（2月26日)　32人

●申出があれば、苦情対応を実施する



名古屋市配偶者からの暴力防止及び被害者支援基本計画（第４次）進捗状況

　【基本方向３　総合的な支援体制の強化】
事業
№ 主な事項 第4次計画掲載文 方向性 令和6年度事業内容 令和6年度事業実績 所管局目標 施策の方向性

86 (9)
組織的対応
力の向上

②
組織的対応
のための体
制整備

リスクアセスメ
ントシート等の
導入

被害者からの相談に対して、危険性及び緊急性等が査定
できるツールの導入や相談記録様式の統一により、組織的
対応力の向上を図ります。

新規 ●実施に向け検討する ●実施に向けた検討 子ども青少年局

87 (9)
組織的対応
力の向上

③
支援者のメ
ンタルヘルス

支援者のここ
ろのケア

相談支援業務に従事する職員が、バーンアウト（燃え尽き）
状態やＤＶの二次受傷に陥ることがないよう、セルフケアの
方法等を学ぶ機会を提供します。

継続 ●相談員向けセルフケア研修を実施する ●メンタルヘルス研修を実施（8/7） 10人 子ども青少年局

88 (9)
組織的対応
力の向上

③
支援者のメ
ンタルヘルス

支援者の安全
対策

相談支援業務に従事する職員が加害者から不当な危害を
加えられないように、支援者の個人情報を守るなど、安全
対策に努めます。

継続 ●職員等の安全対策を実施する
●管理職研修　　 1回　28人
●課長補佐研修　1回　延べ12人

子ども青少年局

スポーツ市民局

子ども青少年局

89 (9)
組織的対応
力の向上

④

二次的被害
防止のため
の関係職員
への研修

職員等に対し、二次的被害防止のための研修を行います。
職務関係者研
修

継続
●女性に対する暴力防止研修を実施する
●職務関係者研修を実施する

●女性に対する暴力防止研修（11月5日）　63人
●職務関係者研修（1/29）　75人


